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１ 統一的な基準による財務書類作成の経緯

○ 経 緯
・本県では、平成１１年度決算（H13.4公表）以降、貸借対照表等の財務書類を作成・公表してきました。
・また、他の地方公共団体でも同様の取組みが行われていましたが、財務書類の作成基準は団体毎に差異があり、「団体間比較が
困難」、「固定資産台帳が未整備」といった課題が存在していました。

・このため、総務省において統一的な作成基準について検討が行われ、平成２７年１月には作成マニュアルが公表されるとともに、
地方公共団体に対して、平成２９年度までに統一的な基準に基づく財務書類が作成されるよう要請が行われました。

・今回、統一的な基準に基づく令和元年度決算の財務書類を作成したため、その概要を以下にお示しします。
※本資料は、特に断りのない限り「全体（一般会計、特別会計及び企業会計）」をベースにまとめたものです。

≪参考：従前の作成基準（岐阜県基準）との主な違い≫

統一的な基準により作成した財務書類の概要

≪会計の範囲≫
・「一般会計等」、「全体」、「連結」の会計範囲は

以下のとおりです。

○一般会計
○特別会計

公債管理特別会計
用度事業特別会計
中小企業振興資金貸付特別会計
就農支援資金貸付特別会計
県営住宅特別会計
地方独立行政法人資金貸付特別会計
林業改善資金貸付特別会計
母子父子寡婦福祉資金貸付特別会計
徳山ダム上流域公有地化特別会計

国民健康保険特別会計
流域下水道特別会計

○地方公営企業会計
水道事業会計
工業用水道事業会計

○地方独立行政法人、公立大学法人
岐阜県総合医療センター
岐阜県立多治見病院
岐阜県立下呂温泉病院
岐阜県立看護大学

○一部事務組合
岐阜県地方競馬組合

○地方三公社
岐阜県土地開発公社、岐阜県住宅供給公社

○第三セクター等（２７法人）

一
般
会
計
等全

体

連

結

従来の基準 統一的な基準

計上する
※所有外資産…県管理国道、一級河川、砂防などの
              用地や施設

計上しない
（ただし、固定資産台帳には計上する）

計上しない
※付随費用…造成費、測量・登記費、補償費、付属
            設備費等

計上する

計上しない
※ファイナンスリース取引
　…解約不能で借り手が最後まで使用することが想
    定されるリース取引

計上する

○事業用資産…定率法
○インフラ資産…定額法

○全て定額法

開始時
○建物、土地（インフラ用地は除く）…公有財産台
帳価格（評価額）
○その他…取得原価

○取得原価が判明している資産…取得原価
○取得原価が不明な資産…再調達原価
○ただし、昭和５９年以前に取得した道路等の敷地
　については、備忘価額（１円）

開始後 同上 ○取得原価とし、再評価は行わない

○自動車…全て
○美術品…全て
○その他…１００万円以上

○自動車…５０万円以上
○美術品…３００万円以上
○その他…１００万円以上

計上しない 計上する

引当経理は行わない 将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上

引当経理は行わない
6月支給予定の期末・勤勉手当＋共済費の3月末期間
相当分を計上

損失補償等引当金

賞与等引当金

引
当
金

減価償却の方法

評価
基準

物品の計上

無形固定資産

所有外資産

ファイナンスリー
ス取引

資産取得に付随す
る費用

固
定
資
産
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２ 令和元年度財務書類のポイント

貸借対照表（ＢＳ）

・会計年度末時点の県の財政状態を明らかにすることを目的に作成したもので、「資産の部」「負債の部」「純資産の部」から構成されています。

・本表では、左側に行政サービスを提供するために県が所有する「資産」を記載し、右側には資産を形成するための財源を示す「負債」（今後の世代の負担

となる県の債務）と「純資産」（これまでの世代の負担）を記載しています。

・左右が必ず一致することからバランスシート（ＢＳ）とも呼ばれます

【主な増減要因】 （単位：億円）

○資 産 ＋３６０（20,520→20,880）

・事業用資産 ＋ ４９（ 3,324→ 3,373）

減価償却累計額の増加による減少（△６６）がある一方、

岐阜関ケ原古戦場記念館、県庁舎行政棟の工事進捗（＋

３８）や、県美術館の改修（＋１７）などにより増加

・インフラ資産 ＋ ８５（13,203→13,288）

減価償却累計額の増加による減少（△４６）がある一方

道路用地の取得（＋１５）や、内ヶ谷ダム、岐阜美山線

の工事進捗（＋３７）などにより増加

・基金（投資その他の資産） ＋１００（ 1,277→ 1,377）

減債基金の増（＋１１５）などにより増加

○負 債 ＋８６１（19,543→20,404）

・地方債、１年内償還予定地方債等 ＋４４９（16,891→17,340）

臨時財政対策債の増加（＋１０５）などにより増加

○令和元年度のポイント

資 産：２兆 ８８０億円で、前年度末時点に比べて３６０億円増加しています（主な増減理由は、下記のとおりです）。

負 債：２兆 ４０４億円で、前年度末時点に比べて８６１億円増加しています（主な増減理由は、下記のとおりです）。

純資産：資産と負債の差引により４７６億円となり、前年度末時点に比べて５０１億円減少しています。

（単位：億円）

30年度末 元年度末 増減 30年度末 元年度末

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 19,745 20,071 326 固定負債 18,230 18,840 610

有形固定資産 16,838 17,093 255 地方債 15,790 16,028 238

事業用資産 3,324 3,373 49 その他 2,440 2,812 372

インフラ資産 13,203 13,288 85 流動負債 1,313 1,564 252

その他 311 432 121 １年内償還予定地方債等 1,101 1,312 211

無形固定資産 608 591 △ 17 その他 212 253 41

投資その他の資産 2,299 2,387 88 19,543 20,404 861

基金 1,277 1,377 100 ( 13,006 ) ( 13,762 ) ( 756 )

その他 1,022 1,010 △ 12

流動資産 775 809 34

現金預金 350 390 40

基金 357 342 △ 15

その他 68 77 9 977 476 △ 501

繰延資産 0 0 0 ( 7,514 ) ( 7,118 ) ( △ 396 )

20,520 20,880 360

( 20,520 ) ( 20,880 ) ( 360 )

注）１　（　）書きは、負債計上されている臨時財政対策債を純資産に振り替えた値である。

　　２　管理者（県）と所有者（国）が異なる「指定区間外の国道」と「指定区間の一級河川」は資産として計上していない。

　　　　「指定区間外の国道」と「指定区間の一級河川」の令和元年度末資産残高は、8,205億円である。

純資産合計

資産合計 20,520 20,880 360 負債及び純資産合計

負債合計

科 目 科 目 増減
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２ 令和元年度財務書類のポイント

行政コスト計算書（ＰＬ）

・資産形成に結びつかない県の１年間の行政サービスの提供等にどれだけのコスト（費用）が必要だったかを示すほか、行政サービスの提供により得られた

収益（使用料や手数料など）がどれだけあったかを示します。

・なお、費用には、現金支出を伴わない減価償却費や退職手当引当金など、現金主義会計では補足できなかった非現金コストも計上し、会計年度毎の適正な

期間損益計算を行うこととしています。

【主な増減要因】 （単位：億円）

○経常費用 ＋９７（8,556→8,653）

・資産の老朽化による維持補修費の増（＋３６）や減価償却

費の増（＋３１）などにより増加

○経常収益 ＋１９（ 333→ 352）

・医療費の精算に伴う市町村からの国民健康保険給付費の

返還（＋１７）などにより増加

○臨時損失 ＋２３（ 110→ 133）

・３０年７月豪雨災害に伴う公共土木施設等の災害復旧事業

費の増加（＋３５）などにより増加

○臨時利益 △３９（ 68→  29）

・徴収不能引当金の減（△２０）や、損失補償等引当金の減

（△１１）などにより減少

○令和元年度のポイント

・経常費用は８，６５３億円、経常収益は３５２億円で、これらを差し引きした純経常行政コストは８，３０１億円となっています。

・経常収益の内訳は、公共施設利用等の使用料及び手数料１９５億円と、宝くじ収益金や各種負担金などのその他経常収益１５７億円となっています。

・純経常行政コストに、災害復旧事業費などの臨時損失や生産物売払収入などの臨時利益の差引額を加えた純行政コストは８，４０５億円です。

（単位：円）

30年度末 元年度末 県民一人あたり

 1 経常費用 8,556 8,653 97 425,762

業務費用 4,324 4,391 67 216,064

人件費 2,311 2,280 △ 31 112,185

物件費等 1,384 1,492 108 73,386

その他 630 619 △ 11 30,493

移転費用 4,232 4,262 30 209,698

 2 経常収益 333 352 19 17,324

 3 純経常行政コスト（1-2） 8,223 8,301 78 408,438

 4 臨時損失 110 133 23 6,559

災害復旧事業費 74 109 35 5,369

資産除売却損 21 17 △ 4 857

その他 16 7 △ 9 334

 5 臨時利益 68 29 △ 39 1,460

資産売却益 11 5 △ 6 264

その他 57 24 △ 33 1,196

 6 純行政コスト（3+4-5） 8,265 8,405 140 413,537

（単位：億円）

科　目 増　減
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２ 令和元年度財務書類のポイント

資金収支計算書（ＣＦ）

・会計期間中の資金の流れを「業務活動」「投資活動」「財務活動」の３つの区分で示したもので、現金の収支という点では歳入歳出決算書に近いものです。

「業務活動」･･･経常的な行政サービスを提供するための現金のやりとり

「投資活動」･･･固定資産の取得や、基金の積立て・取崩し、資金の貸付け・回収などにかかる現金のやりとり

「財務活動」･･･地方債の借入れなど、外部からの資金調達に係る現金のやりとり

【主な増減要因】 （単位：億円）

○業務活動収支 △１９（ 97→ 78）

・業務支出 ＋５５（8,062→8,117）

資産の老朽化による維持補修費の増（＋３６）などにより増加

・業務収入 ＋４０（8,187→8,227）

公共土木施設等の維持補修や、参議院議員選挙執行経費などに係る

国県等補助金収入の増（＋８７）などにより増加

○投資活動収支 △９９（△388→△487）

・投資活動支出 ＋１２（ 965→ 977）

公共インフラ、県有建物の整備に伴う公共施設等整備費支出の増

（＋４３）などにより増加

・投資活動収入 △８６（ 576→ 490）

減債基金等からの基金取崩収入の減（△４３）などにより減少

〇財務活動収支 ＋１２８（ 323→  451）

・財務活動支出 ＋６９（1,604→1,673）

地方債償還支出の増（＋７２）などによる増加

・財務活動収入 ＋１９７（1,927→2,124）

公債管理特別会計における借換債の増（＋１３６）などにより増加

○令和元年度のポイント

業務活動収支が７８億円、投資活動収支が△４８７億円（※）、財務活動収支が４５１億円となり、本年度末資金収支額は４２億円となっています。

これに前年度末資金残高を加えた本年度末資金残高は３７１億円となっています。

※投資活動支出には固定資産を取得するための支出が含まれますが、固定資産取得に係る地方債発行収入は財務活動収支に計上されるため、投資活動収支は基本的にマイナスとなります

（単位：円）

【業務活動収支】

業務支出 8,062 8,117 55 399,366

業務費用支出 3,826 3,862 36 190,008

移転費用支出 4,236 4,255 19 209,358

業務収入 8,187 8,227 40 404,783

臨時支出 80 111 31 5,438

臨時収入 52 79 27 3,869

業務活動収支① 97 78 △ 19 3,848

【投資活動収支】

投資活動支出 965 977 12 48,105

投資活動収入 576 490 △ 86 24,112

投資活動収支② △ 388 △ 487 △ 99 △ 23,992

【財務活動収支】

財務活動支出 1,604 1,673 69 82,334

財務活動収入 1,927 2,124 197 104,520

財務活動収支③ 323 451 128 22,187

32 42 10 2,042

297 329 32 16,201

329 371 42 18,244

県民一人あたり

本年度資金収支額④（①+②+③）

前年度末資金残高⑤

本年度末資金残高⑥（④+⑤）

科　目 30年度末 元年度末 増減

（単位：億円）



３ 財務書類から分かる各種指標等

・財務書類の作成を通じ、従前の官庁会計では把握できなかった各種指標の算出などが可能となります。
・今後も、本県における経年分析や、他団体との比較分析の充実などを通じ、財政運営の傾向を明らかにしていくことで、財政マ
ネジメントの強化に努めてまいります。

・なお、本指標については、「一般会計等」の数値に基づき作成しています。

資 産
９６万６千円

（９６万０千円）

負 債
９６万５千円

（９４万１千円）

純資産
１千円

（１万９千円）

費 用
３４万３千円

（３３万６千円）

純行政コスト
３２万８千円

（３１万９千円）

収 益
１５千円

（１７千円）

県民１人あたりの資産・負債・純資産 県民１人あたりの収益・費用・純行政コスト

岐阜県の住民基本台帳人口 2,032,490人（R2年1月1日現在）
※（ ）書き内は30年度末の数値

行政目的
有形固定
資産額

構成比

１
生活インフラ・国土保全
（道路、橋りょう、公園、県営住宅など） 12,686 78.9

２
教育
（高等学校、特別支援学校、図書館など） 1,233 7.7

３
福祉
（子ども相談ｾﾝﾀｰ、高齢福祉施設、福祉友愛プールなど） 126 0.8

４
環境衛生
（看護・衛生専門学校、希望が丘こども医療福祉センターなど） 64 0.4

５
産業振興
（ソフトピアジャパン、アクティブＧ、試験研究機関など） 545 3.4

６
総務
（県庁舎、総合庁舎、県民ふれあい会館、清流文化プラザなど） 1,150 7.2

７
警察
（警察本部庁舎、警察署、交番・駐在所など） 265 1.6

有形固定資産 合計 16,069 100.0

（単位:億円、％）

・県が保有する有形固定資産（償却資産）の約５４％を占める「道路」の減価償却
率が上昇したことなどにより、有形固定資産減価償却率は前年度から１．７ポイ
ント上昇し、５９．９％となっています。

・これは、県の保有する有形固定資産全体では経年の程度が進んだことを示してい
ますが、施設類型別で見ると、グリーンスタジアム（球技場）や西濃総合庁舎
など、大規模改修により減価償却率が下がっている類型もあります。

５９．９％（前年度 ５８．２％）

・「債務償還可能年数」は、将来世代が実質的に負担する額が、毎年度の収支差
（剰余金）の何年分に相当するかを表す指標です。

・前年度と比べ、収支差が減少（△３６億円）するとともに、算定式の分母とな
る臨時財政対策債発行可能額が減少（△６７億円）したことなどにより、債務
償還可能年数は10.3年長くなり、46.7年となっています。

・これは、債務の償還能力や財政運営の持続可能性が、前年度と比べて低くなっ
たことを意味します。

４６．７年（前年度３６．４年）

道路 59.8(57.6) 体育館・プール 48.3(46.6)

橋りょう・トンネル 60.6(59.3) 陸上競技場・野球場・球技場 27.9(28.5)

公営住宅 82.1(80.4) 県民会館 45.5(43.4)

空港 52.6(48.3) 保健所 -(-)

学校施設 72.9(71.5) 試験研究機関 46.1(44.6)

図書館 48.4(48.2) 警察施設 50.9(50.2)

博物館 50.3(47.8) 庁舎 74.1(74.7)

≪施設類型別の減価償却率≫ (単位:％、 ( )書き内は30年度末の減価償却率)

県民一人あたりの資産等の状況

有形固定資産の行政目的別割合

有形固定資産減価償却率

債務償還可能年数

5
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４ 解説

各種指標の解説 純資産変動計算書も含めた４表の関係

・財務書類は「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資

金収支計算書」の４つの表で構成され、以下のような関係で相互につながっ

ています。

※純資産変動計算書…貸借対照表で示される「純資産」の期首の残高と期中の増減、

及びこれらの差し引きとして期末残高を示すものです

資 産（①）
２０，８８０

負 債（②）
２０，４０４

純資産
（①－②）
４７６

経常費用（Ａ）
８，６５３

経常収益（Ｂ）
３５２

臨時損失（Ｃ）
１３３

臨時利益（Ｄ）
２９

純行政コスト
（Ａ－Ｂ＋Ｃ－Ｄ）

８，４０５

前年度末純資産（ａ）
９７７

純行政コスト（ｂ）
８，４０５

税収、国庫補助金等（ｃ）
７，９０４

本年度末純資産
（ａ－ｂ＋ｃ）

４７６

業務活動収支（１）
７８

投資活動収支（２）
△４８７

財務活動収支（３）
４５１

前年度末資金残高（４）
３２９

本年度末資金残高
（１＋２＋３＋４）＝（５）

３７１

行政コスト計算書

純資産変動計算書

資金収支計算書

貸借対照表

うち現金預金
３９０

＋
歳
計
外
現
金
19

（単位:億円）

・県民一人あたりの資産等

「県民一人あたりの資産・負債・純資産」は、貸借対照表における「資産合計」
「負債合計」「純資産合計」を住民基本台帳人口で除したもので、将来世代に残
る資産、負債、純資産を県民一人がどれくらい持っているかを示す指標です。

＜算出式＞ 資産（負債、純資産）合計 ÷ 住民基本台帳人口

「県民一人あたりの収益・費用・純行政コスト」は、行政コスト計算書で算出さ
れる「収益」「費用」「純行政コスト」を住民基本台帳人口で除したもので、行
政活動によって生じる収益、費用、必要な経費が県民一人にどれくらいかかって
いるかを示す指標です。

＜算出式＞ 収益（費用、純行政コスト） ÷ 住民基本台帳人口

・有形固定資産減価償却率

「有形固定資産減価償却率」は、貸借対照表に掲載される「有形固定資産」のう
ち、非償却資産である土地や立木竹、建設仮勘定などを除いた償却資産の取得価
額に対する減価償却累計額の割合です。
つまり、償却資産の経年の程度を表すものですが、当該割合の高低が、建替えの
必要性や安全性の有無を直接意味するものではないことに留意が必要です。

「貸借対照表」の「減価償却累計額」
＜算出式＞

「貸借対照表」の「償却資産の額＋減価償却累計額」

・債務償還可能年数

「債務償還可能年数」は、将来世代が実質的に負担する額が、毎年度の収支差
（（剰余金）の何年分に相当するかを表す指標です。

将来負担額 － 充当可能基金残高
＜算出式＞

「資金収支計算書」の「業務収入 － 業務支出」＋α

※「将来負担額」及び「充当可能基金残高」は、地方公共団体財政健全化法上の算定による
※「α」は、当該年度の減収補填債特例分発行額と臨時財政対策債発行可能額の合計


